







































においても，2012 年，14 年に比べて民主党候補への投票が 10 ポイント強減少し，共和党候補が同
程度増やした。また中西部の 3 州では，2018 年 11 月の中間選挙で組合員世帯の中での民主党候補
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出典：各大統領選挙時の CNN 出口調査より作成。




については就任後 2 年連続で削減を提案し，2019 会計年度には，2018 年度よりさらに 10%，約 11
兆ドルの削減を提案しており，2017 年度からは 21%，約 26 兆ドルの削減となる（Morath［2018］；



















はないかとの視点から労働組合の組織構成の変化に注目したい。第 1 節では，1980 年代以降のア
メリカ労働運動の新たな試みがなされた領域について，社会運動ユニオニズムに関する既存研究を
踏まえてまとめる。第 2 節以降では，労働組合組織の構成員の変化について，産業間の比重の変化










































たのが，90 年には 9.3％，2010 年で 16.4％と 1970 年から 2010 年にかけて，その比重は 3 倍強と
なっている（Singer［2012］）。さらに，産業によっては移民労働者の比率はより高くなっている。
2014 年時点で移民労働力比率の高い産業は，家事サービス（private household）が最も高く 45％，
縫製繊維・衣服・皮革製造が 36％で続き，以下，農業 32％，食品製造 29％，コンピューター・電
子機器製品 27％，個人向け・ラウンドリー・サービス（Personal and laundry services）26％，管
理・支援サービス（Administrative and support services）25％，建設 24％，その他諸製造業 23％





者）の組合参加は，ある程度進んでいた。アメリカ生まれの労働者の組合員が 1996 年から 2010 年




















その後多くの市やカウンティで導入され，2001 年には 60 を超えた地域で実現した（高須裕彦































頁表 2）。非農業部門全体では 1970 年代と 1980 年代の減少幅は大きく，1980 年代半ばには 10% 台
に入り，その後も衰退傾向は止まらない。製造業，鉱業，建設業，運輸・公益事業といった 1950
年代には高い組織率を誇った産業での減退が激しく，2017 年時点で，製造業と鉱業は一桁台に落
ち込み，建設業，運輸・公益事業も 10% 台となっている。製造業は，1950 年時点で非農業就業者















下位分類の「小売業 retail trade」（食料雑貨店 grocery store を含む），③「運輸・公益事業」の下
位分類の「運輸・倉庫業 Transportation and warehousing」（タクシーを含む），④「専門・事業






（7）　建設労働組合の LIUNA は，1990 年代後半に移民労働者の組織化を始め，2011 年時点で 55 万人の組合員を抱
えている（山崎憲［2012］，60-61）。なお同年の建設業の組合員数は約 87 万人であった。
（8）　この産業分類の更なる下位カテゴリーとして「ビル・住居サービス Services to buildings and dwellings」と
「造園サービス Landscaping services」が含まれており，清掃業は前者に含まれている。商務省センサス局（Bureau 







非農業全産業製造業 鉱業 建設業 運輸・公益事業流通業 情報産業金融活動専門・事業サービス教育・保健サービスレジャー・ホスピタリティその他サ ビス業政府部門改革的運動が行われている部門計
サービス・流通・金融・保険・不動産業
1930 年 12.7 7.8 21.3 64.5 22.6 2.3 8.5 －
1940 年 22.5 30.5 72.1 77.0 47.3 5.7 10.7 －
1953 年 32.5 42.4 64.7 83.8 79.9 9.5 11.6 －
1966 年 29.6 37.4 35.7 41.4 － － 26.0 －
1970 年 29.6 38.7 35.7 39.2 44.9 7.8 31.9 －
1980 年 23.2 32.3 32.1 31.6 48.0 11.6 35.0 －
1989 年 16.6 21.6 17.5 21.5 31.6 5.5 36.7 －
1999 年 13.9 15.6 10.6 19.1 25.5 5.0 37.3 －
2000 年 13.4 14.9 11.3 17.5 25.9 5.9 14.7 1.6 2.5 7.9 3.8 3.5 36.9 8.6
2010 年 11.9 10.7 8.0 13.1 21.8 4.8 9.6 2.0 2.7 8.1 2.7 2.9 36.2 7.1
2015 年 11.1 9.4 5.4 13.2 19.3 4.6 8.6 2.4 2.5 8.7 3.1 3.0 35.2 7.2
2017 年 10.7 9.1 4.4 14.0 18.3 4.5 9.8 2.4 2.3 8.1 2.9 2.8 34.4 6.9






製造業 鉱業・林業建設業 流通・運輸・公益事業 情報産業金融活動 専門・事業サービス 教育・保健サービス レジャー・
 
ホスピタリティその他サービス業
1940 年 86.9 31.2 2.9 4.2 21.7 3.7 4.4 6.4 4.5 6.2 1.8 13.1
1950 年 86.5 30.9 2.0 5.3 21.4 3.6 4.0 6.5 4.7 6.1 1.9 13.5
1960 年 84.4 28.4 1.4 5.5 20.5 3.2 4.7 6.8 5.4 6.4 2.1 15.6
1970 年 82.1 25.1 1.0 5.1 19.9 2.9 5.0 7.4 6.4 6.7 2.5 17.9
1980 年 81.9 20.7 1.2 4.9 20.3 2.6 5.6 8.3 7.8 7.4 3.0 18.1
1990 年 83.2 16.2 0.7 4.8 20.9 2.5 6.0 9.9 10.1 8.5 3.9 16.8
2000 年 84.3 13.1 0.5 5.1 19.9 2.7 5.9 12.6 11.6 9.0 3.9 15.7
2010 年 82.7 8.8 0.5 4.2 18.9 2.1 5.9 12.8 15.3 10.0 4.1 17.3
2015 年 84.5 8.7 0.6 4.6 19.0 1.9 5.7 13.9 15.5 10.7 4.0 15.5
2017 年 84.8 8.5 0.5 4.7 18.8 1.9 5.8 14.0 15.8 10.9 3.9 15.2
　出典：労働省労働統計局の雇用統計より作成。https://www.bls.gov/ces/cesbtabs.htm.
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と，2000 年時点で 8.6％であり，2017 年では 6.9％と 1.7 ポイント減少している（表 2）。ただ，これ






年から 2017 年で約 433 万人の組合員が減少したのに対して，製造業部門だけで同時期に約 398 万
人の減少となっており，ほぼ製造業での減少が全体の傾向に大きな影響を与えているのが分かる。
それに対して，政府部門と改革的運動が行われている部門ではわずかであるが組合員数を増やして
いる。前者が，2000 年から 2017 年で約 10 万人（1983 年から 2017 年では 148 万人）であり，後者
は同時期で約 7 万 5 千人が増加した。
































シンの 8 州とされる（Alder, Lagakos, and Ohanian［2014］，5）。ただ，本稿では，ニューヨーク
州はカリフォルニア州と並んで新たな労働運動の中心地であり，組織率等の動向が他のラストベル
ト諸州と異なるため，ラストベルト地域の統計をまとめる際にはニューヨーク州を外して残りの 7
























　　　　  表 4　非農業部門全就業者，製造業とそれ以外の産業での州別組合組織率（1964-2017 年，単位％）




全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外
1964 年 29.5 － － 38.4 － － 36.4 － － 42.7 － － 36.7 － － 1964 年 38.7 － － 44.7 － － 33.4 － － 33.3 － － 38.5 － －
1970 年 28.0 － － 35.7 － － 35.6 － － 40.2 － － 36.3 － － 1970 年 37.2 － － 42.8 － － 31.4 － － 30.5 － － 35.6 － －
1975 年 22.2 － － 35.1 － － 31.6 － － 42.2 － － 36.1 － － 1975 年 34.3 － － 37.1 － － 31.5 － － 34.5 － － 43.2 － －
1980 年 23.0 － － 29.5 － － 29.5 － － 35.2 － － 30.0 － － 1980 年 28.8 － － 28.5 － － 25.4 － － 27.3 － － 36.5 － －
1983 年 20.1 27.8 17.9 24.2 32.4 21.6 24.9 48.7 14.6 30.4 46.2 23.9 25.1 40.9 18.9 1983 年 27.5 42.3 22.6 25.3 41.3 21.9 23.8 36.0 19.0 21.9 21.0 22.2 32.5 31.0 32.9
1985 年 18.0 24.8 16.1 22.2 30.9 19.6 21.3 42.0 13.0 28.4 42.3 22.3 23.6 39.3 17.4 1985 年 22.8 35.1 18.7 22.7 40.3 19.3 22.3 36.5 17.3 20.4 18.6 20.9 30.2 28.7 30.6
1990 年 16.1 20.6 15.0 20.8 27.9 19.0 19.9 37.4 13.5 25.4 35.6 21.6 21.0 33.6 16.6 1990 年 20.4 28.4 18.1 19.3 40.7 15.3 20.6 28.9 17.9 18.4 15.7 19.0 28.2 25.3 28.8
1995 年 14.9 17.6 14.3 20.2 23.5 19.3 16.5 29.9 11.3 23.7 33.9 20.0 18.5 28.9 15.3 1995 年 18.9 26.7 16.9 16.3 30.5 14.0 17.7 21.3 16.4 17.7 12.1 18.8 27.7 22.5 28.6
2000 年 13.5 14.8 13.2 18.6 20.3 18.2 15.6 22.1 13.1 20.8 28.8 18.3 17.3 24.3 15.5 2000 年 16.9 18.5 16.5 14.3 34.8 11.2 17.6 19.7 16.9 16.0 7.4 17.5 25.5 19.9 26.2
2005 年 12.5 13.0 12.4 16.9 16.7 17.0 12.4 21.5 9.8 20.5 26.7 18.8 16.0 21.2 14.8 2005 年 13.8 16.0 13.4 14.4 21.3 13.7 16.1 18.9 15.4 16.5 8.4 17.5 26.1 16.4 26.9
2010 年 11.9 10.7 12.0 15.5 12.0 16.0 10.9 17.5 9.4 16.5 17.4 16.3 13.7 17.7 13.0 2010 年 14.7 11.7 15.2 14.8 25.9 13.8 14.2 14.9 14.0 17.5 8.4 18.6 24.2 15.3 24.9
2015 年 11.1 9.4 11.3 15.2 10.6 15.9 10.0 15.7 8.8 15.2 18.0 14.5 12.3 14.7 11.8 2015 年 13.3 16.0 12.9 12.4 20.1 11.4 8.3 12.2 7.4 15.9 5.2 17.1 24.7 10.7 25.7
2017 年 10.7 9.1 10.9 15.0 10.0 15.8 8.9 13.5 7.8 15.6 17.9 15.0 12.5 12.4 12.5 2017 年 12.0 12.3 12.0 11.0 12.9 10.7 8.3 11.8 7.3 15.5 6.2 16.5 23.8 12.2 24.6
出 典：非農業部門全就業者数については，Bureau of the Census［1965-］各年版を参照。製造業従事者については， 
Barry Hirsch and David Mcpherson による統計サイト Index of Tables: Union Membership and Coverage  
Database from the CPS（Unionstats.com）より作成（Hirsch and Mcpherson［2003］）。
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　　　　  表 4　非農業部門全就業者，製造業とそれ以外の産業での州別組合組織率（1964-2017 年，単位％）




全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外 全就業者製造業 製造業以外
1964 年 29.5 － － 38.4 － － 36.4 － － 42.7 － － 36.7 － － 1964 年 38.7 － － 44.7 － － 33.4 － － 33.3 － － 38.5 － －
1970 年 28.0 － － 35.7 － － 35.6 － － 40.2 － － 36.3 － － 1970 年 37.2 － － 42.8 － － 31.4 － － 30.5 － － 35.6 － －
1975 年 22.2 － － 35.1 － － 31.6 － － 42.2 － － 36.1 － － 1975 年 34.3 － － 37.1 － － 31.5 － － 34.5 － － 43.2 － －
1980 年 23.0 － － 29.5 － － 29.5 － － 35.2 － － 30.0 － － 1980 年 28.8 － － 28.5 － － 25.4 － － 27.3 － － 36.5 － －
1983 年 20.1 27.8 17.9 24.2 32.4 21.6 24.9 48.7 14.6 30.4 46.2 23.9 25.1 40.9 18.9 1983 年 27.5 42.3 22.6 25.3 41.3 21.9 23.8 36.0 19.0 21.9 21.0 22.2 32.5 31.0 32.9
1985 年 18.0 24.8 16.1 22.2 30.9 19.6 21.3 42.0 13.0 28.4 42.3 22.3 23.6 39.3 17.4 1985 年 22.8 35.1 18.7 22.7 40.3 19.3 22.3 36.5 17.3 20.4 18.6 20.9 30.2 28.7 30.6
1990 年 16.1 20.6 15.0 20.8 27.9 19.0 19.9 37.4 13.5 25.4 35.6 21.6 21.0 33.6 16.6 1990 年 20.4 28.4 18.1 19.3 40.7 15.3 20.6 28.9 17.9 18.4 15.7 19.0 28.2 25.3 28.8
1995 年 14.9 17.6 14.3 20.2 23.5 19.3 16.5 29.9 11.3 23.7 33.9 20.0 18.5 28.9 15.3 1995 年 18.9 26.7 16.9 16.3 30.5 14.0 17.7 21.3 16.4 17.7 12.1 18.8 27.7 22.5 28.6
2000 年 13.5 14.8 13.2 18.6 20.3 18.2 15.6 22.1 13.1 20.8 28.8 18.3 17.3 24.3 15.5 2000 年 16.9 18.5 16.5 14.3 34.8 11.2 17.6 19.7 16.9 16.0 7.4 17.5 25.5 19.9 26.2
2005 年 12.5 13.0 12.4 16.9 16.7 17.0 12.4 21.5 9.8 20.5 26.7 18.8 16.0 21.2 14.8 2005 年 13.8 16.0 13.4 14.4 21.3 13.7 16.1 18.9 15.4 16.5 8.4 17.5 26.1 16.4 26.9
2010 年 11.9 10.7 12.0 15.5 12.0 16.0 10.9 17.5 9.4 16.5 17.4 16.3 13.7 17.7 13.0 2010 年 14.7 11.7 15.2 14.8 25.9 13.8 14.2 14.9 14.0 17.5 8.4 18.6 24.2 15.3 24.9
2015 年 11.1 9.4 11.3 15.2 10.6 15.9 10.0 15.7 8.8 15.2 18.0 14.5 12.3 14.7 11.8 2015 年 13.3 16.0 12.9 12.4 20.1 11.4 8.3 12.2 7.4 15.9 5.2 17.1 24.7 10.7 25.7
2017 年 10.7 9.1 10.9 15.0 10.0 15.8 8.9 13.5 7.8 15.6 17.9 15.0 12.5 12.4 12.5 2017 年 12.0 12.3 12.0 11.0 12.9 10.7 8.3 11.8 7.3 15.5 6.2 16.5 23.8 12.2 24.6
出 典：非農業部門全就業者数については，Bureau of the Census［1965-］各年版を参照。製造業従事者については， 
Barry Hirsch and David Mcpherson による統計サイト Index of Tables: Union Membership and Coverage  
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就業者全体 製造業 製造業以外




も急速に減退していった。2017 年時点では，製造業組織率は 1983 年に比べて 20 から 35 ポイント
という大幅な後退を経験し，全州でおよそ 3 分の 1 にまで減ってしまったのである。製造業以外の
組織率はこれらの地域では製造業に比べて 1983 年時点で半分以下から 3 分の 2 程度であったのが，
2017 年時点では，イリノイ・オハイオ以外は製造業の方が高いが，ほぼ同水準となった。それに







ルト 7 州では，製造業での組合員の減少は激しく，1983 年の約 225 万人から 2017 年の 56 万人へ
と 4 分の 1 にまで減っている。製造業以外では，2001 年までは漸増しているが，その後は減少に
転じている。それゆえ就業者数全体で見ると，製造業での減少がそのまま州全体での組合員実数の
減少に反映している。それに対して，カリフォルニア・ニューヨーク州の合計では，製造業以外で
は組合員数としては，1983 年の約 344 万人から 2017 年の約 434 万人へと約 90 万人増加している。
そして，製造業部門では組合数は減少しているものの，もともとの数が小さいため，全体の組合員
数では製造業以外の増加を反映し微増となった（約 23 万人）。図 4 は，アメリカの労働組合員全体
の中で，両地域のそれぞれの部門の組合員数がどのくらいの割合で存在しているかを，図 3 と同様
の区分で集計したものである。就業者全体の中での両地域の組合員の比重を比べると，ほぼ線対称


















（資料の都合上，アジア系は 2000 年，ヒスパニックは 1985 年以降）。組織率の面ではすべてのカテ
ゴリーで低下してきている。アフリカ系の組織率は比較的高く 1983 年で 27.2％であったが，2017
年で 12.6％と 15 ポイント近く低下したが，相対的には高い水準を保っている。また白人男性は
2017 年時点で 11.4％と 1983 年から 13 ポイント近く低下した。それに対して，図 6 の組合員実数







白人男性 白人女性 アフリカ系 アジア系 ヒスパニック系
1983年 1985年 1991年 1995年 2000年1983年 1985年 199 年 1995年 2000 2005年 2010年 2015年 2017年
出 典：1983 ～ 1995 年までは Ceunsus of the Bureau［1965-］各年版，2000 年以降は労働統計局の
労働力調査より作成。







白人男性 白人女性 アフリカ系 アジア系 ヒスパニック系




万人と 1983 年の 1,013 万人からは 370 万人減少している。それに対して，アフリカ系は同期間で
約 23 万人の減少で白人男性と比べると減少幅が少ない。さらに，白人女性は同期間で約 21 万人，







47.8％から 2017 年の 41.0％へと 6.8 ポイントの減となっているのに対して，組合員内部での比重は
同時期に 57.2％から 43.4％へと実に 13.8 ポイントも下げており，減少速度が速いことを見て取る
ことができる。それに対して，白人男性以外のところでは，白人男性の比重の低下を受けて増加し








1983年 1988年 1993年 1998年 2003年 2008年 2013年
白人男性就業者数内 白人男性組合員内
白人男性以外 就業者内 白人男性以外 組合員内
2017年
出典：図 5 に同じ。
（10）　組合員の男女比に関しては，1970 年時点では，男性約 1647 万人，女性約 428 万人と 4 倍弱もの開きがあった
が，男性組合員の大幅な減少と女性組合員の若干の増加があり，2017 年時点では 817 万人と 665 万人と両者の比

















はアメリカ労働組合員の 1 割弱しか占めず，政府部門と上記の産業とを合わせて 4 分の 3 を超えて
いる状態である。地域の面では，1983 年時点でラストベルトの 7 州だけでアメリカ労働組合員全
体の 3 割を占めていたが，現在では 22％にまで減り，代わりにカリフォルニア州とニューヨーク
州という 2 州だけで 3 割を占めるようになった。両州の製造業以外の組合員も少しずつではあるが
増加しており，組織率自体は減少しているが，労働運動内に占める比重は増してきている。最後の
人種・エスニシティの面では，労働組合員数の傾向で，白人男性は 1983 年から 2017 年の間に 3 分
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